
 

平成２４年度防衛関係予算のポイント 
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新防衛大綱・新中期防に基づき、防衛力の構造改革を行い、「動的防衛力」を構築。このため、

(1)  南西地域を含め、警戒監視、洋上哨戒、防空、弾道ミサイル対処等の重点整備 

(2)  各自衛隊に係る予算配分の見直し 

(3)  人事制度改革 

(4)  過去の事業仕分け結果等を踏まえた見直しとコスト削減など経費の効率化 

を推進。 

また、在日米軍再編への対応として、事業進捗の見通しや日米予算状況を踏まえ所要額を措置。

 

１．主要計数 

(1) 歳出予算（復旧・復興経費除き） 

 ２３年度 ２４年度 ２３’→ ２４’増減 

防 衛 関 係 費 ４７，７５２億円 ４７，１３８億円 ▲６１４億円(▲１．３％)

 既 存 経 費 ４６，６２５億円 ４６，４５３億円 ▲１７２億円(▲０．４％)

 SACO･米軍再編経費 １，１２７億円 ６８５億円 ▲４４２億円(▲ 39.2 ％)

・ 上記の他、復旧・復興経費１，１３６億円。総計で４８，２７４億円（+５２２億円（+１．１％））。 

（参考）「日本再生重点化措置」の要望事業については、政府・与党会議の選定結果を踏まえ、要

望と要求を通じた事業全体としての重点化、効率化を図る中で所要額を措置。 

≪主な事業≫ （計数は要望と要求を通じた事業全体（歳出ベース）） 

・ 災害への対処能力の向上          ９７億円（対前年度＋ ２３億円） 

・ 動的防衛力の構築（燃料費等）    １，４１８億円（対前年度＋ １３億円） 

・ 動的防衛力の構築（維持・修理費等） ４，４５０億円（対前年度＋１６２億円）  

(2) 新規後年度負担（復旧・復興経費除き） 

 ２３年度 ２４年度 ２３’→ ２４’増減 

新規後年度負担額 １７，３０３億円 １８，４７６億円 ＋１，１７４億円(＋６．８％)

 既 存 経 費 １６，５４０億円 １６，６７２億円 ＋１３２億円(＋０．８％)

 SACO･米軍再編経費 ７６３億円 ５８１億円 ▲１８２億円(▲ 23.8 ％)

 
Xバンド衛星通信の 

整備・運営事業 
－ １，２２４億円 ＋１，２２４億円( 皆  増 )

・ 上記の他、復旧・復興経費５９億円。総計で１８，５３５億円（+１，２３３億円（+７．１％））。 

２．具体的な施策 

(1) 南西地域を含め、警戒監視、洋上哨戒、防空、弾道ミサイル対処等の重点整備 

・ 主要な装備品等の取得等の事業は以下のとおり。（計数は契約ベース） 

①  洋上での警戒監視能力を強化するため、ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ搭載護衛艦（ＤＤＨ）を１隻建造（１，１７０億円） 

②  水中での警戒監視能力を強化するため、潜水艦（ＳＳ）を１隻建造（５６０億円） 

③  防空能力を向上するため、現有戦闘機の後継として、Ｆ－３５Ａを４機取得（６００億円(関連経費含む）） 

④  弾道ミサイルへの対処能力を強化するため、イージス艦２隻を能力向上（ＢＭＤ艦化改修）（３６１億円） 
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⑤  災害時の通信能力向上、関係機関との情報共有確保のため、新野外通信ｼｽﾃﾑを２式取得（１６２億円） 

⑥  与那国島への沿岸監視部隊配置（陸自）及び移動警戒隊展開（空自）のための用地取得等（１０億円） 

(2) 各自衛隊に係る予算配分の見直し 

・ 装備品等の新規契約（既存経費の新規後年度負担額）は縦割りを排除し思い切った見直し。 
（単位：億円） 

  
２２年度 

２３年度 

（新中期防１年目） 

２４年度 

（新中期防２年目） 

  構成率   構成率 
対前年度 

増減 
  構成率 

対前年度 

増減 

陸上自衛隊 4,177 25.1% 4,003 24.2% ▲4.2% 3,813 22.9% ▲4.7%

海上自衛隊 5,214 31.4% 5,416 32.7% ＋3.9% 5,708 34.2% ＋5.4%

航空自衛隊 5,189 31.2% 5,213 31.5% ＋0.5% 5,247 31.5% ＋0.6%

その他 2,044 12.3% 1,908 11.5% ▲6.6% 1,904 11.4% ▲0.2%

合計 16,623 100.0% 16,540 100.0% ▲0.5% 16,672 100.0% ＋0.8%

(3) 人事制度改革 

・ 自衛官の人事制度改革を推進するため、以下の取組みを実施。 

① 自衛官の階級・年齢構成の見直しのため、大綱期間中に、幹部・准曹を９千人程度減らし、士を増員 

② 後方任用制度の早期導入のため、当該制度の対象となりうる業務の範囲（注）を確定し、２４年度中に

詳細な制度設計を実施 

（注） 大限可能な業務の範囲：教育、研究、補給、総務、渉外、広報、法務、会計、監査、人事、募集、厚生、給養、援護、

警務、情報、保全、検査、監察、安全、分析、通信・電子、輸送、施設、気象・海象、整備、音楽、衛生 

③ 後方業務の合理化のため、業務委託費を節減する観点から、２４年度に複数駐屯地の一括アウトソー

シング、業務の集約化を試行・拡大 

※ 陸上自衛隊の実員増要求（１０９人）は予算計上認めず 

(4) 過去の事業仕分け結果等を踏まえた見直しとコスト削減など経費の効率化 

① 過去の事業仕分け結果を踏まえた見直しの徹底 （計数は歳出ベース） 

 ・自衛隊の広報事業（大規模広報施設）： 事業の見直し（対要求▲０．４億円） 等 

② 他省庁との一括調達によるコスト削減 

 ・艦船需品（救命胴衣、防火器材等）について、海上自衛隊と海上保安庁との一括調達を検討 

③ 二つ以上の自衛隊の装備品などの一括調達によるコスト削減 [コスト縮減効果] 

 ・地対空誘導弾（短距離（陸自）１式、基地防空用（空自）２式）の一括調達 [▲８．９億円]  

・回転翼機（ＳＨ－６０Ｋ（海自）４機、ＵＨ－６０ＪＡ（陸自）１機）の一括調達 [▲１．７億円] 等 

④ 装備品の単年度での短期集中調達によるコスト削減 [コスト縮減効果] 

 ・Ｆ－１５近代化機用ﾚｰﾀﾞｰ部品(ﾄﾗﾝｽﾐｯﾀｰ)： ２か年度分５０個の集中調達 [▲６４．３億円] 

 ・９６式多目的誘導弾システム： ３か年度分３セットの集中調達 [▲１１．２億円]  等 

⑤ ＰＢＬ方式のメンテナンス契約を見据えたパイロット・モデルの実施［コスト縮減効果］ 

・陸自の特別輸送ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰを対象に機体部品の取得・修理等の包括契約を導入［▲３．２億円］ 

(5) 在日米軍再編への対応 （計数は歳出ベース） 

① 米軍再編関係経費（地元負担軽減分）：５９９億円（対前年度▲４２７億円） 

② ＳＡＣＯ関係経費：８６億円（対前年度▲ １５億円） 
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平成２４年度防衛関係予算のポイント 

資  料  編 

・防衛関係費の推移（Ｐ１） 

・２４年度 防衛関係費の構造（Ｐ２） 

・後年度負担の推移（Ｐ３） 

・経費の分類（Ｐ４） 

・一般物件費の内訳（Ｐ５） 

・新中期防の２４年度予算への反映状況（Ｐ６） 

・自衛官の人事制度改革（Ｐ７） 

・自衛官の定数等（Ｐ８） 

・２４年度予算におけるコスト削減など経費の効率化（Ｐ９） 

・「日本再生重点化措置」要望事業の予算措置状況（Ｐ１０） 

・防衛省の復旧・復興予算（Ｐ１１） 

・ヘリコプター搭載護衛艦（２４ＤＤＨ）の建造（Ｐ１２） 

・潜水艦（２４ＳＳ）の建造（Ｐ１３） 

・次期戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の取得（Ｐ１４） 

・イージス艦の能力向上（ＢＭＤ艦化改修）（Ｐ１５） 

・新野外通信システムの取得（Ｐ１６） 

・沿岸監視部隊の配置等（与那国島）（Ｐ１７） 

・Ｘバンド衛星通信の整備・運営事業（Ｐ１８） 

・ＰＢＬパイロットモデルの実施（Ｐ１９） 

・在日米軍駐留経費負担の経緯（Ｐ２０） 

・米軍再編関連措置の全体（Ｐ２１） 

・米軍再編関係経費の概要（Ｐ２２） 

・米軍再編関係経費（地元負担軽減分）（Ｐ２３） 

・米軍再編（在沖米海兵隊のグアム移転、普天間飛行場の移設）の 24年度政府案（P24）

・２４年度政府案における普天間飛行場移設関連経費（Ｐ２５） 

・２４年度政府案におけるグアム移転関連経費（Ｐ２６） 

・グアム移転に伴う施設・インフラ整備にかかる経費の内訳（Ｐ２７） 

・米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分（Ｐ２８） 

・特別行動委員会（ＳＡＣＯ）関係経費（Ｐ２９） 

・２４年度政府案 基地周辺対策経費（Ｐ３０） 



【 歳出予算 】　

要求・要望 復旧・復興経費

22,185 21,651 21,559 21,334 21,015 20,940 20,773 20,850 20,916 20,701 0 20,701 
(▲85) (▲534) (▲92) (▲225) (▲319) (▲75) (▲167) (+78) (+66) (▲215) (▲215)

18,010 17,638 17,478 17,542 17,738 17,442 17,091 16,980 16,658 16,655 1,124 17,779 
(+192) (▲372) (▲160) (+64) (+196) (▲297) (▲350) (▲111) (▲322) (▲3) (+1,121)
9,331 9,737 9,523 9,260 9,260 9,415 9,877 10,072 10,178 9,782 12 9,793 
(▲137) (+406) (▲215) (▲263) (+0) (+155) (+462) (+195) (+106) (▲396) (▲385)

防 衛 関 係 費 49,527 49,026 48,560 48,136 48,013 47,796 47,741 47,903 47,752 47,138 1,136 48,274 
( 増 △ 減 額 ) (▲30) (▲500) (▲466) (▲424) (▲123) (▲217) (▲55) (+162) (▲151) (▲614) (+1,136) (+522)
（ 伸 率 ） (▲ 0.06%) (▲ 1.01%) (▲ 0.95%) (▲ 0.87%) (▲ 0.26%) (▲ 0.45%) (▲ 0.12%) ( 0.34%) (▲ 0.31%) (▲ 1.29%) (皆増) ( 1.09%)

うち、SACO・米軍再編関係経費

SACO・米軍再編
関係経費

265 266 263 233 198 371 714 1,077 1,127 685 

( 増 △ 減 額 ) (+100) (+1) (▲3) (▲30) (▲35) (+173) (+343) (+364) (+50) (▲442)
（ 伸 率 ） ( 60.34%) ( 0.30%) (▲ 1.01%) (▲ 11.41%) (▲ 15.01%) ( 87.34%) ( 92.45%) ( 50.93%) ( 4.63%) (▲ 39.21%)

うち、既存経費

既 存 経 費 49,262 48,760 48,297 47,903 47,815 47,426 47,028 46,826 46,625 46,453 
( 増 △ 減 額 ) (▲130) (▲501) (▲463) (▲394) (▲88) (▲389) (▲398) (▲202) (▲201) (▲172)
（ 伸 率 ） (▲ 0.26%) (▲ 1.02%) (▲ 0.95%) (▲ 0.82%) (▲ 0.18%) (▲ 0.81%) (▲ 0.84%) (▲ 0.43%) (▲ 0.43%) (▲ 0.37%)

【 新規後年度負担 】

要求・要望 復旧・復興経費

[17,253] [17,312]
新規後年度負担 17,773 17,906 17,874 17,943 17,984 18,330 17,461 17,002 17,303 18,476 59 18,535 

[▲50] [9]
( 増 △ 減 額 ) (+80) (+133) (▲32) (+69) (+41) (+346) (▲869) (▲458) (+300) (+1,174) (+59) (+1,233)

[▲0.29%] [0.05%]
（ 伸 率 ） ( 0.5%) ( 0.8%) (▲ 0.2%) ( 0.4%) ( 0.2%) ( 1.9%) (▲ 4.7%) (▲ 2.6%) ( 1.8%) ( 6.8%) (皆増) ( 7.1%)

（注）1.　（　）は対前年度予算増△減額である。
　　　2.　安全保障会議は含まない。
　　　3.　23年度予算の一般物件費のうち0.1億円、新規後年度負担のうち11億円、24年度予算の歳出化経費のうち3億円、新規後年度負担のうち7億円は財務省計上のもの（札幌病院の建替え）である。
　　　4.　24年度の上段[ ]は、Ｘバンド衛星通信の整備・運営事業に係る額（1,224億円）を除いたものである。
　　　5.　計数は、四捨五入のため、合計と符合しない場合がある。

24年度政府案

人件・糧食費

歳 出 化 経 費

24年度政府案
17年度予算 18年度予算 19年度予算

防　　衛　　関　　係　　費　　 の　　推　　移

一 般 物 件 費

15年度予算 16年度予算

15年度予算 16年度予算 17年度予算

20年度予算 21年度予算 22年度予算 23年度予算

18年度予算 19年度予算 20年度予算 21年度予算 22年度予算 23年度予算

（単位：億円）
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　　　（単位：億円）

25年度 26年度 27年度

 

契　　約 後年度負担　　合計　31,583（+1,368）

20年度 前
金 （Ａ＋Ｂ）

21年度 前
金

Ａ　既定分の

22年度 前
金 　　後年度負担

13,106（+194）

23年度 前
金

　　　　Ｂ                                  　

24年度

物件費契約ベース（③＋Ｂ） 　28,258（+778）

注１：歳出化経費のうち3億円、新規分の後年度負担のうち7億円は財務省計上のものである。
注２：上記の他、復旧・復興経費として「①人件・糧食費」に0.03億円、「②歳出化経費」に1,124億円、「③一般物件費」に12億円、

「Ａ既定分の後年度負担」に1,842億円、「Ｂ新規分の後年度負担」に59億円がある。

24年度  防衛関係費の構造

47,138（▲614）
総額

20年度 21年度 22年度 23年度 28年度以降24年度

後　　年　　度　　負　　担

②歳出化経費

新規分の後年度負担　 　18,476(+1,174)

16,655（▲3）

9,782（▲396）

③一般物件費

前金 359(▲42）

①人件・糧食費

20,701（▲215）
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7
,6

2
2

▲
 3

.1
9
,9

1
5

▲
 0

.6
1
2
,3

4
7

▲
 2

.7
2
9
,8

8
4

▲
 2

.1

1
3

17
,6

09
0
.4

7
,5

7
2

▲
 0

.7
1
0
,0

3
7

1
.2

1
2
,1

8
0

▲
 1

.4
2
9
,7

8
9

▲
 0

.3

1
4

17
,6

93
0
.5

7
,5

5
3

▲
 0

.3
1
0
,1

4
0

1
.0

1
2
,2

6
0

0
.7

2
9
,9

5
2

0
.5

1
5

17
,7

73
0
.5

7
,5

2
3

▲
 0

.4
1
0
,2

5
0

1
.1

1
1
,9

1
7

▲
 2

.8
2
9
,6

9
0

▲
 0

.9

1
6

17
,9

06
0
.8

7
,5

2
3

▲
 0

.0
1
0
,3

8
3

1
.3

1
1
,6

1
1

▲
 2

.6
2
9
,5

1
7

▲
 0

.6

1
7

17
,8

74
▲

 0
.2

6
,8

3
2

▲
 9

.2
1
1
,0

4
2

6
.3

1
1
,9

5
4

3
.0

2
9
,8

2
8

1
.1

1
8

17
,9

43
0
.4

7
,1

7
7

5
.1

1
0
,7

6
6

▲
 2

.5
1
2
,3

4
2

3
.2

3
0
,2

8
5

1
.5

1
9

17
,9

84
0
.2

7
,3

4
6

2
.4

1
0
,6

3
8

▲
 1

.2
1
2
,3

3
3

▲
 0

.1
3
0
,3

1
7

0
.1

(1
7,

03
2)

(▲
 5

.3
)

(6
,7

0
6
)

(▲
 8

.7
)

(1
0
,3

2
6
)

(▲
 2

.9
)

(2
9
,5

8
7
)

(▲
 2

.4
)

2
0

18
,3

30
1
.9

7
,9

2
0

7
.8

1
0
,4

1
0

▲
 2

.1
1
2
,5

5
5

1
.8

3
0
,8

8
5

1
.9

2
1

17
,4

61
▲

 4
.7

7
,1

7
1

▲
 9

.5
1
0
,2

8
9

▲
 1

.2
1
3
,0

7
5

4
.1

3
0
,5

3
6

▲
 1

.1

2
2

17
,0

02
▲

 2
.6

6
,7

5
8

▲
 5

.8
1
0
,2

4
4

▲
 0

.4
1
2
,8

2
2

▲
 1

.9
2
9
,8

2
5

▲
 2

.3

2
3

17
,3

03
1
.8

6
,4

3
5

▲
 4

.8
1
0
,8

6
7

6
.1

1
2
,9

1
3

0
.7

3
0
,2

1
5

1
.3

[1
7,

25
3]

[▲
0
.3

]
[6

,8
5
6
]

[6
.5

]
[1

0
,3

9
7
]

[▲
4
.3

]
[1

3
,1

0
6
]

[1
.5

]
[3

0
,3

5
9
]

[0
.5

]

2
4

18
,4

76
6
.8

6
,8

5
6

6
.5

1
1
,6

2
0

6
.9

1
3
,1

0
6

1
.5

3
1
,5

8
3

4
.5

後
年

度
負

担
の

推
移

既
定

分
合

計

（
単

位
：
億

円
、

％
）

新
　

　
規

　
　

後
　

　
年

　
　

度
　

　
負

　
　

担

　
　

　
　

５
．

2
4
年

度
の

上
段

[　
]は

、
Ｘ

バ
ン

ド
衛

星
通

信
の

整
備

・
運

営
事

業
に

係
る

額
（
1
,2

2
4
億

円
）
を

除
い

た
数

値
。

　
　

　
　

６
．

上
記

の
他

、
2
4
年

度
の

そ
の

他
に

は
復

旧
・
復

興
経

費
5
9
億

円
、

既
定

分
に

は
復

旧
・
復

興
経

費
1
,8

4
2
億

円
が

あ
る

。

そ
の

他

　
　

　
　

２
．

Ｓ
Ａ

Ｃ
Ｏ

、
米

軍
再

編
（
地

元
負

担
軽

減
に

資
す

る
措

置
）
経

費
を

含
む

。

主
要

装
備

品
等

　
　

　
　

４
．

2
0
年

度
の

上
段

（
　

）
は

、
初

度
費

の
計

上
方

法
を

変
更

し
た

こ
と

に
伴

う
額

（
1
,2

9
8
億

円
）
を

除
い

た
従

来
ベ

ー
ス

の
数

値
。

　
　

　
　

３
．

2
3
年

度
の

そ
の

他
に

は
財

務
省

計
上

分
１

１
億

円
、

2
4
年

度
の

そ
の

他
に

は
財

務
省

計
上

分
７

億
円

を
含

む
。

（
注

）
　

１
．

計
数

は
四

捨
五

入
に

よ
っ

て
い

る
の

で
符

合
し

な
い

場
合

が
あ

る
。

年
度

- 3 -



（
単

位
：
億

円
）

《
4
8
,2

7
4
》

《
5
2
2
》

《
1
.1

%
》

4
7
,7

5
2

4
7
,1

3
8

▲
 6

1
4

(▲
 1

.3
%
)

〔
1
,1

2
7
〕

〔
6
8
5
〕

〔
▲

 4
4
2
〕

〔
▲

 3
9
.2

%
〕

《
2
0
,7

0
1
》

《
▲

2
1
5
》

《
▲

1
.0

%
》

2
0
,9

1
6

2
0
,7

0
1

▲
2
1
5

(▲
 1

.0
%
)

《
1
7
,7

7
9
》

《
1
,1

2
1
》

《
6
.7

%
》

1
6
,6

5
8

1
6
,6

5
5

▲
3

(▲
 0

.0
%
)

<
繰

延
べ

>
<
1
9
1
>

<
1
8
7
>

〔
3
3
7
〕

〔
3
4
0
〕

〔
3
〕

〔
0
.9

%
〕

《
9
,7

9
3
》

《
▲

3
8
5
》

《
▲

3
.8

%
》

1
0
,1

7
8

9
,7

8
2

▲
 3

9
6

(▲
 3

.9
%
)

〔
7
9
0
〕

〔
3
4
5
〕

〔
▲

 4
4
5
〕

〔
▲

 5
6
.3

%
〕

（
単

位
：
億

円
）

《
1
8
,5

3
5
》

《
1
,2

3
3
》

《
7
.1

%
》

1
7
,3

0
3

1
8
,4

7
6

1
,1

7
4

(6
.8

%
)

〔
7
6
3
〕

〔
5
8
1
〕

〔
▲

 1
8
2
〕

〔
▲

 2
3
.8

%
〕

（
単

位
：
億

円
）

《
1
4
,7

9
6
》

《
1
6
4
》

《
1
.1

%
》

1
4
,6

3
2

1
4
,7

6
8

1
3
6

(0
.9

%
)

主
要

装
備

品
等

（
旧

正
面

）
6
,4

3
5

6
,8

5
6

4
2
1

(6
.5

%
)

陸
上

自
衛

隊
2
,3

6
9

2
,2

9
2

▲
 7

7
(▲

 3
.2

%
)

海
上

自
衛

隊
2
,2

5
8

2
,8

7
5

6
1
7

(2
7
.3

%
)

航
空

自
衛

隊
1
,8

0
8

1
,6

8
9

▲
1
2
0

(▲
 6

.6
%
)

《
7
,9

4
0
》

《
▲

2
5
7
》

《
▲

3
.1

》

8
,1

9
7

7
,9

1
2

▲
 2

8
5

(▲
 3

.5
%
)

陸
上

自
衛

隊
1
,6

3
4

1
,5

2
1

▲
 1

1
3

(▲
 6

.9
%
)

《
2
,8

3
7
》

《
3
2
0
》

《
▲

1
0
.1

%
》

3
,1

5
8

2
,8

3
3

▲
 3

2
5

(▲
 1

0
.3

%
)

《
3
,5

8
1
》

《
1
7
6
》

《
5
.2

%
》

3
,4

0
5

3
,5

5
8

1
5
3

(4
.5

%
)

《
1
,9

3
5
》

《
2
7
》

《
1
.4

%
》

1
,9

0
8

1
,9

0
4

▲
 4

(▲
 0

.2
%
)

7
6
3

5
8
1

▲
 1

8
2

(▲
 2

3
.8

%
)

《
1
7
,3

1
2
》

《
9
》

《
0
.1

%
》

1
7
,3

0
3

1
7
,2

5
3

▲
 5

0
(▲

 0
.3

%
)

-
1
,2

2
4

1
,2

2
4

（
皆

増
）

注
１

：
上

段
《
　

》
書

は
、

復
旧

・
復

興
経

費
を

含
め

た
も

の
で

あ
る

。

注
２

：
下

段
〔
　

〕
書

は
、

S
A

C
O

関
係

経
費

及
び

米
軍

再
編

関
係

経
費

（
地

元
負

担
軽

減
分

）
で

あ
り

、
内

書
き

で
あ

る
。

注
３

：
2
3
年

度
歳

出
予

算
（
一

般
物

件
費

）
の

う
ち

0
.1

億
円

及
び

新
規

後
年

度
負

担
の

う
ち

1
1
億

円
は

財
務

省
計

上
の

も
の

で
あ

る
。

注
４

：
2
4
年

度
歳

出
予

算
（
歳

出
化

経
費

）
の

う
ち

3
億

円
及

び
新

規
後

年
度

負
担

の
う

ち
7
億

円
は

財
務

省
計

上
の

も
の

で
あ

る
。

注
５

：
計

数
は

、
そ

れ
ぞ

れ
四

捨
五

入
に

よ
っ

て
い

る
の

で
、

端
数

に
お

い
て

計
と

一
致

し
な

い
も

の
が

あ
る

。

Ｘ
バ

ン
ド

衛
星

通
信

の
整

備
・
運

営
事

業

２
３

年
度

予
算

額
２

４
年

度
政

府
案 対

前
年

度

海
上

自
衛

隊

S
A

C
O

・
米

軍
再

編

小
　

　
　

　
　

計

３
自

衛
隊

航
空

自
衛

隊

そ
の

他
機

関
等

（
１

）
総

額

そ
の

他
（
旧

後
方

）

（
２

）
機

関
別

内
訳

２
３

年
度

予
算

額
２

４
年

度
政

府
案 対

前
年

度

人
件

・
糧

食
費

２
．

新
規

後
年

度
負

担

歳
出

化
経

費

新
規

後
年

度
負

担

物 　 件 　 費
一

般
物

件
費

防
衛

関
係

費

経
費

の
分

類

１
．

歳
出

予
算

２
４

年
度

政
府

案
２

３
年

度
予

算
額

対
前

年
度

- 4 -



（
単

位
：
億

円
）

4
,1

4
8

4
,0

2
8

▲
 1

2
0

(▲
 2

.9
%
)

油
購

入
費

9
3
2

9
5
5

2
3

(2
.4

%
)

修
理

費
1
,7

8
4

1
,6

3
4

▲
 1

5
0

(▲
 8

.4
%
)

教
育

訓
練

費
2
7
1

2
6
5

▲
 6

(▲
 2

.4
%
)

医
療

費
等

2
4
5

2
4
4

▲
 1

(▲
 0

.3
%
)

営
舎

費
等

（
光

熱
水

料
、

燃
料

費
等

）
9
1
6

9
3
0

1
4

(1
.5

%
)

3
,8

9
8

4
,0

8
2

1
8
5

(4
.7

%
)

周
辺

環
境

整
備

、
住

宅
防

音
9
0
8

9
6
6

5
8

(6
.4

%
)

在
日

米
軍

駐
留

経
費

負
担

1
,7

0
3

1
,7

5
4

5
1

(3
.0

%
)

施
設

の
借

料
、

補
償

経
費

等
1
,2

8
7

1
,3

6
2

7
5

(5
.9

%
)

2
5
5

2
4
6

▲
 9

(▲
 3

.7
%
)

2
1
5

2
4
9

3
4

(1
5
.8

%
)

1
9
7

1
8
2

▲
 1

5
(▲

 7
.5

%
)

6
7
6

6
5
0

▲
 2

6
(▲

 3
.8

%
)

7
9
0

3
4
5

▲
 4

4
5

(▲
 5

6
.3

%
)

1
0
,1

7
8

9
,7

8
2

▲
 3

9
6

(▲
 3

.9
%
)

注
１

：
上

記
の

他
、

２
４

年
度

は
復

旧
・
復

興
経

費
と

し
て

1
2
億

円
が

あ
る

。
注

２
：
計

数
は

、
そ

れ
ぞ

れ
四

捨
五

入
に

よ
っ

て
い

る
の

で
、

端
数

に
お

い
て

計
と

一
致

し
な

い
も

の
が

あ
る

。

２
４

年
度

政
府

案

対
前

年
度

２
３

年
度

予
算

額

合
　

　
　

　
　

　
計

基
地

対
策

経
費

等

S
A

C
O

・
米

軍
再

編
（
地

元
負

担
軽

減
分

）

そ
の

他
（
電

子
計

算
機

等
借

料
等

）

施
設

整
備

費
等

装
備

品
等

購
入

費
等

研
究

開
発

費

維
持

費
等

一
般

物
件

費
の

内
訳

- 5 -



新
中

期
防

の
2
4
年

度
予

算
へ

の
反

映
状

況

３
自
衛
隊

の
予
算
配

分
を
縦

割
り
を
排

除
し
思

い
切
っ
た

見
直
し

自
衛
隊
の

能
力
等
に

関
す
る

主
要
事
業

（
計

数
は

契
約

ベ
ー

ス
）

・
護

衛
艦

（
D
D
H
）

１
隻

の
建

造
（

1
,
1
7
0
億

円
）

・
潜

水
艦

（
S
S
）

１
隻

の
建

造
（

5
6
0
億

円
）

・
既

存
の

護
衛

艦
（

艦
齢

延
伸

工
事

２
隻

及
び

部
品

調

達
６

隻
分

）
の

艦
齢

延
伸

（
5
9
億

円
）

・
固

定
式

警
戒

管
制

レ
ー

ダ
ー

の
整

備
(
沖

永
良

部
島

)

（
3
9
億

円
）

・
沿

岸
監

視
部

隊
の

配
置

等
(
与

那
国

島
)
（

1
0
億

円
）

・
8
8
式

地
対

艦
誘

導
弾

シ
ス

テ
ム

(
改

)
２

式
の

取
得

（
1
0
2
億

円
）

・
輸

送
ヘ

リ
コ

プ
タ

ー
（

C
H
-
4
7
J
A
）

２
機

の
取

得

（
1
0
5
億

円
）

・
輸

送
機

（
C
-
2
）

２
機

の
取

得
（

3
2
9
億

円
）

・
島

嶼
防

衛
に

係
る

陸
海

空
自

衛
隊

の
連

携
に

よ
る

実

動
訓

練
（

１
億

円
）

・
次

期
戦

闘
機

（
F
-
3
5
A
）

４
機

の
取

得
（

3
9
5
億

円
）

・
現

有
戦

闘
機

の
能

力
向

上
改

修
（

F
-
1
5
戦

闘
機

の
近

代
化

改
修

、
F
-
2
戦

闘
機

の
空

対
空

能
力

向
上

等
）

（
1
2
3
億

円
）

・
ペ

ト
リ

オ
ッ

ト
・

シ
ス

テ
ム

３
式

の
改

修
(
3
4
5
億

円
)

・
0
3
式

中
距

離
地

対
空

誘
導

弾
１

式
の

取
得

(
1
6
7
億

円
)

・
掃

海
・

輸
送

ヘ
リ

コ
プ

タ
ー

（
M
C
H
-
1
0
1
）

１
機

の

取
得

（
62
億

円
）

・
哨
戒
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
（
S
H
-
6
0
K
）
４
機
の
取
得

（
2
3
3
億

円
）

・
哨

戒
ヘ

リ
コ

プ
タ

ー
（

S
H
-
6
0
J
）

２
機

の
機

齢
延

伸
（
1
0
億
円
）

・
軽
装
甲
機
動
車
5
1
両
の
取
得
（
1
6
億
円
）

・
多

用
途

ヘ
リ

コ
プ

タ
ー

（
U
H
-
6
0
J
A
)
１

機
の

取
得

（
3
7
億

円
）

・
戦
闘
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
（
A
H
-
6
4
D
）
１
機
の
取
得

（
5
2
億

円
）

・
多
用
途
ガ
ン
３
門
の
取
得
（
0
.
3
億
円
）

・
1
0
式

戦
車

13
両

の
取

得
（

1
3
2
億

円
）

・
新

野
外

通
信

シ
ス

テ
ム

２
式

の
取

得
(
1
6
2
億

円
)

・
原
子
力
災
害
を
含
む
災
害
に
対
応
す
る
訓
練
等

（
８

億
円

）

・
イ
ー
ジ
ス
艦
２
隻
の
能
力
向
上
（
3
6
1
億
円
）

・
P
A
C
-
3
ミ
サ
イ
ル
の
取
得
（
4
1
億
円
）

①
周
辺
海
空
域
の
安
全
確
保

②
島

嶼
部

攻
撃

へ
の

対
応

(
警

戒
監

視
、

展
開

・
対

応
能

力
の

向
上

)

③
島

嶼
部

攻
撃

へ
の

対
応

(
防

空
能

力
の

向
上

)

④
島
嶼
部

攻
撃
へ

の
対

応
(
海
上
交

通
の
安

全
確
保
)

⑤
ゲ
リ
ラ
や
特
殊
部
隊
に
よ
る
攻
撃
へ
の
対
応

⑦
弾
道
ミ
サ
イ
ル
攻
撃
へ
の
対
応

⑥
大
規
模
・
特
殊
災
害
等
へ
の
対
応

陸
上

自
衛

隊

海
上

自
衛

隊
航

空
自

衛
隊

▲
1
9
0
億

円
(
▲

4
.
7
％

)

※
１

初
度
費
約
1
5
億
円
を
含
む

※
２

初
度
費
約
1
3
億
円
を
含
む

※
３

初
度
費
約
5
9
億
円
を
含
む

※
４

そ
の
他
関
連
経
費
と
し
て
約
2
0
5
億
円
が
あ
る

※
５

初
度
費
約
0
.5
億
円
を
含
む

※
６

初
度
費
約
４
億
円
を
含
む

※
７

初
度
費
約
2
0
億
円
を
含
む

※
８

初
度
費
約
１
億
円
を
含
む

※
４

※
２

※
６

※
１

＋
3
4
億

円
(
＋

0
.
6
％

)

＋
2
9
2
億

円
(
＋

5
.
4
％

)

新
規
後
年
度
負
担
額
（
対
前
年
度
）

※
７

※
８

※
５

2
3
年

度
2
4
年

度

2
3
年

度

2
4
年

度

2
4
年

度
2
3
年

度

▲
1
7
4
億

円
(
▲

4
.
2
％

)

＋
2
0
2
億

円
(
＋

3
.
9
％

)
＋

2
5
億

円
(
＋

0
.
5
％

)

※
３
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24年度予算において、自衛官の人事制度改革を推進するため、以下の取り組みを行う。

(1) 自衛官の階級・年齢構成の見直しの着実な実施

① 自衛官の現員上、幹部・曹の構成比率を引き下げ、士を増勢するため、23年度以降昇任抑制を計

画的に行う。この結果、大綱期間中に、幹部、准曹を合計９千人程度減らし、士を増員する。

② また、定員数と現員数の管理の実行を担保するため、階級別に定員数を管理する規則を23年度末

までに策定。

(2) 後方任用制度の早期導入

① 後方任用制度の対象となりうる業務の範囲を確定するとともに、法改正に向けた工程表を作成。

（ 大限可能な業務の範囲）

教育、研究、補給、総務、渉外、広報、法務、会計、監査、人事、募集、厚生、給養、援護、警務、情報、保全、検査、監察、

安全、分析、通信・電子、輸送、施設、気象・海象、整備、音楽、衛生

（注）列挙されている業務が直ちに対象となるものではない。

② また、これらの対象業務の処遇水準等についても、制度官庁との協議を23年度中に開始し、24年
度中に詳細な制度設計を実施。

(3) 後方業務の合理化の促進

① 給養業務アウトソーシングについて、スケールメリットを生かす観点から、複数駐屯地の一括契約

や業務の委託範囲を拡大したアウトソーシングを試行。

② また、会計業務についても、近傍駐屯地間における業務の集約化を図る取り組みを拡大。

自衛官の人事制度改革
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（単位：人）

23→24増▲減

（141,223） （140,028） （140,028） （0）

151,641 151,337 151,063 ▲ 274

（41,940） （41,937） （41,937） （0）

45,518 45,517 45,517 0

（43,270） （43,220） （43,195） （▲ 25）

47,123 47,097 47,097 0

（1,198） （1,227） （1,227） （0）

1,198 1,227 1,227 0

（359） （361） （361） （0）

359 361 361 0

（1,907） （1,907） （1,907） （0）

1,907 1,907 1,907 0

（229,897） （228,680） （228,655） （▲ 25）

247,746 247,446 247,172 ▲ 274
（注）本書きは定数、上段（　）書きは年度末の予算実員である。

自衛官の定数等

区 分 ２２年度末 ２３年度末 ２４年度末

合 計

陸 上 自 衛 隊

海 上 自 衛 隊

航 空 自 衛 隊

共 同 の 部 隊

統合幕僚監部

情 報 本 部
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２４年度予算におけるコスト削減など経費の効率化

○ 省パイロットモデルとして、特別輸送ヘリコプターにPBL （Performance Based Logistics ）を導入【陸自】 ［▲３．２億円］
○ 一部の補助艦艇（海洋観測艦など）の検査について、複数年度契約によるコスト削減を検討 【海自】
○ 艦船需品（救命胴衣や防火器材など）の調達について、海上保安庁との一括調達を検討 【海自】

新たな取組み

１．新規取得コストの削減

○ 既存の護衛艦（DD）（2隻）及び回転翼哨戒機（SH-60J）（2機）を艦齢・機齢延伸（改修費等69.2億円） 【海自】

○ 耐用年数を迎えるSSMの実弾の演習弾化、110mmロケット弾の再利用 【陸自】 ［▲１６．９億円］

○ 寿命の切れる部品の交換によるペトリオットミサイルの再保証 【空自】 等

２．維持・修理の効率化

○ 航空機及びペトリオットの整備間隔を延伸（F-15等） 【空自】 ［▲１８２．０億円］

○ 魚雷（MK46型）及び魚雷起爆器（MK46型用）の整備間隔を2年延伸 【海自】 ［▲１５．５億円］

○ UH-60JAのオーバーホール周期を500時間延長 【陸自】 ［▲２．５億円］ 等

３．一括・集中調達

＜各自衛隊における一括・集中調達＞

○ F-15近代化機用レーダー部品（トランスミッター）（50個）を集中調達 【空自】 ［▲６４.３億円］

○ 96式多目的誘導弾システムの集中調達 【陸自】 ［▲１１．２億円］

○ パソコン・コピー機・システム等を一括・集中調達 【陸・海・空自】 ［▲６２．３億円］

＜防衛省・自衛隊における一括・集中調達＞

○ 地対空誘導弾（陸自：短距離（１式）、空自：基地防空用（２式））を一括調達 【陸・空自】 ［▲８．９億円］

○ 回転翼機（陸自UH-60JA（1機）、海自SH-60K（4機））を一括・集中調達 【陸・海自】 ［▲１．７億円］

○ 弾薬（各種小銃弾）を一括調達 ［▲８．２億円］ 等

その他の取組み

- 9 -



（単位：億円）

評価
（注）

要望額 配分額
要求措置額
（政府案）

要望＋要求
（政府案）

23年度
予算額

対前年度
増▲減額

※ 337 81 1,337 1,418 1,405 +13

※ 326 153 4,297 4,450 4,288 +162

○ 97 56 40 97 73 +23

60 37 50 87 52 +35

6 4 0.0 4 2 +2

123 104 320 424 390 +33

12 8 0.5 9 9 +0

960 443 6,045 6,488 6,219 +269

（注）○

※ ・・・　「日本再生重点化措置」の目的・趣旨を踏まえると、優先・重点事業に準じるものとして一定の配慮をする必要があるもの（要望と要求を
　　　通じた事業全体としての重点化、効率化を図る中で所要額を措置）

・・・　「日本再生重点化措置」に係る優先・重点事業（原子力災害対処に真に資する装備品の整備及び災害対処訓練への重点化が条件）

動的防衛力の構築（燃料費等）

「日本再生重点化措置」要望事業の予算措置状況

事業名

自衛隊や米軍の活動の基盤となる防衛施設の安
定的な運用

地域の医療への貢献

世界の平和と繁栄に向けた施策の充実

情報セキュリティーの向上など情報基盤の確保

災害への対処能力の向上

動的防衛力の構築（維持・修理費等）
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〇
被

災
地

域
で

の
活

動
に

使
用

し
た

装
備

品
等

の
回

復
や

即
応

し
得

る
能

力
の

維
持

等
：

5
8
7
億

円
【

継
続

】

・
１
次
補
正
で

1,
4
62
億
円
、
３
次
補
正
で
5
63
億
円
、
一
般
予
備
費
5
4億

円
措
置

※
 １

次
補
正

の
執
行
余

剰
を

３
次

補
正
に

お
い
て
2
4
0
億

円
修

正
減
少

・
災
害
派
遣
活
動
の
実
施
に
伴
う
減
耗
分
を
回
復
す
る
た
め
の
装
備
品
等
の
取

得
・
修
理
、
及
び
今
後
の
被
災
地
で
の
災
害
対
処
に
際
し
、
こ
れ
に
即
応
し

得
る
能
力
の
維
持
の
た
め
に
必
要
な
経
費
等

〇
被

災
し

た
自

衛
隊

施
設

や
装

備
品

等
の

復
旧

：
2
9
7
億

円
【

継
続

】

・
１
次
補
正
で

42
4億

円
、
３
次
補
正
で
9
07
億
円
措
置

※
 １

次
補
正

の
執
行
余

剰
を

３
次

補
正
に

お
い
て
5
4
億

円
修
正

減
少

・
陸
自
多
賀
城
駐
屯
地
、
仙
台
駐
屯
地
、
空
自
松
島
基
地
等
、
被
災
し
た
自
衛

隊
施
設
を
復
旧
す
る
た
め
の
経
費

・
今
般
の
津
波
な
ど
に
よ
り
使
用
不
能
と
な
っ
た
装
備
品
・
器
材
等
を
補
填
す

る
た
め
の
経
費

〇
自

衛
隊

の
災

害
対

処
能

力
の

向
上

：
2
5
3
億

円
【

継
続

】

・
３
次
補
正
予
算
で
1
46
億
円
措
置

・
今
般
の
震
災
の
経
験
を
踏
ま
え
、
災
害
時
の
初
動
対
応
や
そ
の
後
の
対
応
の

た
め
の
基
盤
と
し
て
の
駐
屯
地
・
基
地
等
を
整
備
す
る
た
め
の
経
費

○
震

災
対

応
は

第
１

次
及

び
第

３
次

補
正

で
措

置
済

み
。

・
今

次
震
災
へ

の
対
応

は
、
災
害

派
遣
で

使
用
し
た

各
種
装

備
器
材
の

回
復
や
修
理

、
原
子

力
災
害
へ

の
対
処

能
力
の
向

上
等
を

、
「
復
旧

・
復
興
」
予

算
と
し

て
、
第
１

次
及
び

第
３
次
補

正
で
契

約
済
み
。

防
衛
省
の
復
旧
・
復
興
予
算

２
４

年
度

政
府

案
の

内
訳

※
 防

衛
省
の
復
旧

・
復
興

予
算
（
総

額
6
,2
34
億
円
）

う
ち

第
１

次
補
正

1
,5
9
2億

円
（
３
次
補
正
減
額
後
）

第
３

次
補
正

1
,6
1
6億

円
24
年

度
政
府

案
1
,1
3
6億

円
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ヘリコプター搭載護衛艦（２４ＤＤＨ）の建造

○ ヘリコプター搭載護衛艦（ＤＤＨ）は、対潜戦を始めとする海上作戦の中枢となる護衛艦であり、

海上自衛隊は４隻保有（うち２隻を更新する計画（１隻は平成２２年度から建造中））。

○ ２４ＤＤＨは、中期防衛力整備計画の期間中（平成２３年度～平成２７年度）に整備を計画して

いる唯一のＤＤＨであり、ＤＤＨ「くらま」の代替艦として整備（平成２８年度就役予定）。

○ ２４ＤＤＨは、２２ＤＤＨと同型であり、対潜戦等に加え、災害派遣や国際平和協力活動等にお

ける輸送や医療活動等の多様な任務の拠点としての能力を保有。

１隻 １，１７０億円

２４ＤＤＨ主要性能

基準排水量 １９，５００トン

主要寸法 ２４８×３８×２３．５ｍ

速 力 ３０ノット

機関型式（軸数） ガスタービン４基２軸

主要装備

高性能２０mm機関砲 ２基

ＳＥＡ ＲＡＭ発射機 ２基

水上艦用ソーナーシステム １式

魚雷防御装置 １式

搭載航空機
哨戒ヘリコプター ７機

救難・輸送ヘリコプター ２機

乗 員 約４７０名

水上艦用ソーナーシステム

ＳＥＡ ＲＡＭ発射機

魚雷防御装置（両舷）

高性能２０mm機関砲

イメージ図

防衛省作成資料
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潜水艦（２４ＳＳ）の建造

○ 我が国周辺海域において常時継続的に情報収集・警戒監視を行い、各種兆候を早期に察知

する態勢を強化するため、２２隻体制（現行１６隻）を目指し、中期防衛力整備計画では５隻の建

造を計画。

○ ２４ＳＳの就役（平成２８年度予定）と既存潜水艦の艦齢延伸により、潜水艦は１７隻体制に増

強。

○ ２４ＳＳは、「そうりゅう」（１６ＳＳ）型の性能向上型として、新たにＴＣＭ（潜水艦魚雷防御システ

ム） を搭載し、魚雷防御能力を向上。

１隻 ５６０億円

２４ＳＳ主要性能

基準排水量 ２，９００トン

船 型 葉巻型

機関形式 ディーゼル・スターリング電気推進

水中速力 ２０ノット

主要装備

潜水艦ソーナーシステム
対水上レーダー
水中発射管システム
ＴＣＭ（潜水艦魚雷防御システム）

側面ソーナーアレイ曳航ソーナーアレイ潜水艦ソーナーシステム
（艦首、側面、えい航アレイ）

水中発射管

対水上レーダー
ＴＣＭ（潜水艦魚雷防御システム）

イメージ図

防衛省作成資料
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次期戦闘機（Ｆ－３５Ａ）の取得

○ 航空自衛隊が保有する現有の戦闘機（Ｆ－４）については、運用開始か
ら約４０年経過しており、その後継機として、次期戦闘機を取得する必要
がある。

○ 我が国周辺地域において軍事力の近代化が進展する中、能力の高い
次期戦闘機を整備し、我が国の防空等の態勢に万全を期す必要がある。

【平成２４年度政府案】
完成輸入機４機 約３９５億円（注）、その他、関連経費 約２０５億円

（注）１機当たり９９億円。うち機体価格８９億円、初度部品１０億円。
完成輸入機として１機当たりの機体価格は米空軍の納入予定価格と
ほぼ同額（米国２０１２会計年度予算教書による）。

Ｆ－３５Ａ

F-4 F-35A

開発国 米国 米国等

全幅
全長
全高

約12m
約19m
約 5m

約11m
約16m
約 4m

エンジン推力 17,900lbs×2 43,000lbs×1

速度 大Ｍ2.2 大Ｍ1.6

製作設計 ボーイング社
ロッキード・
マーチン社

諸 元 取得計画

○ 中期防衛力整備計画（平成２３年度～平成２７年度）」（平成２２

年１２月１７日閣議決定）において、「現有の戦闘機（Ｆ－４）の後

継機として、新たな戦闘機を整備する」とされた。

○ 次期戦闘機の取得について（平成２３年１２月２０日 安全保障

会議決定及び閣議了解）により、平成２４年度以降、Ｆ－３５Ａ

４２機を取得するものとし、新中期防期間中には、１２機の取得を

行い、２４年度については、４機の取得を計画している。

防衛省作成資料
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イージス艦の能力向上（ＢＭＤ艦化改修）

○ 海上自衛隊は、イージス艦を６隻保有。（うち「こんごう」型護衛艦４隻は、ＢＭＤ艦化改修（注）済）。

（注） 『BMD艦化改修』とは、イージス艦が弾道ミサイルを迎撃できるよう、イージス艦の各種システムのプログラム改修やミサイル発射装置の改修等を行いＢＭＤ

機能を付加すること。

○ 新防衛大綱では、弾道ミサイル対処能力を向上させるため、ＢＭＤ機能を付加したイージス艦を６隻

体制に増勢することとされており、新中期防において、イージス艦２隻のＢＭＤ艦化改修を計画。

○ 今回の「あたご」型護衛艦２隻のＢＭＤ艦化改修により、６隻体制が実現。

24年度政府案
３６１億円

ＢＭＤ運用構想の概念図

＋

「こんごう」型 ４隻 「あたご」型 ２隻

防衛省作成資料
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防衛省作成資料

広帯域多目的無線機

（携帯用） （車両用）

○ 現有の方面隊電子交換システム、師団通信システム及び各種機能別無線機の後継として、方面隊、師団

等に配備し、方面隊、師団等の指揮・統制・情報伝達のための通信を継続的に確保するために使用する新

野外通信システムを取得。

○ 野外における陸上自衛隊の通信インフラとして、迅速に高速かつ広域にわたる通信ネットワークを構成

可能であり、災害対応にも有用。

【平成２４年度政府案：２式（約１６２億円（初度費２０億円を含む））】

アクセスノード装置

新野外通信システムの取得

広
帯
域
多
目
的
無
線
機
導
入
後

現 有 無 線 機 広帯域多目的無線機

【広帯域多目的無線機】

防災無線機系

野外無線機系

地上無線機系

【野外無線機】 【地上無線機】

【データ専用無線機】 【防災無線機】

【運用イメージ】 【運用イメージ】

周波数帯、用途等が異なる各種無線機が、
それぞれ専用の通信系を構成

各無線機として動作するアプリケーションをイ
ンストールし、異種無線機との相互通信が可
能（ソフトウェア無線技術）

野外無線機

データ専用無線機

地上無線機

防災無線機

自律分散型ネットワーク

関係機関、海・空自、
米軍無線機

インストール

インストール

防災無線機系 広帯域多目的
無線機通信系

指揮統制
システム等

ﾃﾞｰﾀ無線機系

指揮統制
システム等

広帯域多目的無線機の拡張性
（災害時の関係機関等との情報共有手段の整備）

新野外通信システムの主な構成品

運用イメージ
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久部良地区（南牧場）

沿岸監視部隊の配置等（与那国島）

：駐屯地用地（案）

：沿岸監視施設等用地（案）

凡 例

インビ岳西側周辺

防衛省作成資料

尖閣諸島

西表島
石垣島

宮古島

久米島
沖縄本島

沖永良部島

与那国島

０ ２００ km

○ 中期防において、南西地域の島嶼部に、陸上自衛隊の沿岸監視部隊を新編し配置するとともに、航空自衛隊の移
動警戒レーダーを展開することにより、隙のない警戒監視態勢を保持することとされた。

○ これら部隊の配置・展開先については、我が国の領海、領空の境界に近い地域であることに加えて、必要な地積

や社会基盤が存在している我が国 西端の地である沖縄県与那国町とすることとし、沿岸監視施設等用地について

は、久部良地区（南牧場）及びインビ岳西側周辺を、駐屯地用地については、久部良地区（南牧場）を候補地とす

る考え。

○ 平成２４年度政府案には、新編する陸上自衛隊の沿岸監視部隊の配置等のために必要な用地の取得、現況調査

（動植物出現及び植生の調査）、基本検討（敷地造成に係る実施設計）、敷地造成の一部（取得用地の仮囲い）及

び移転等補償などの経費として、約１０億円を計上。

○ 中期防の期間末である平成２７年度末までに部隊を配置する予定。

- 17 -



○ 自衛隊は、部隊の指揮統制等のための基幹衛星通信として、気象等の影響を受けにくい 周波数帯（Xバンド）を
用いたXバンド 衛星通信を利用。

○ 現在、Xバンド衛星通信は、３機の衛星（スーパーバードB2号機、C2号機、D号機）を介して行っているが、このうち
２機（B2号機、D号機）が平成27年度に設計寿命を迎えることから、引き続きXバンド衛星通信を利用するため、同
２機に代わる衛星の確保が必要。

○ このため、本年６月に改正されたPFI法を活用して、衛星の製造から運用までをカバーする19年間のPFI事業契約
（平成24年度～平成42年度）を締結し、Xバンド衛星通信を確保。

ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｰﾄﾞD号機
（東経110度）

ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｰﾄﾞC2号機
（東経144度）

設計寿命設計寿命

ｽｰﾊﾟｰﾊﾞｰﾄﾞB2号機
（東経162度）

PFI事業の概要 （イメージ図）（イメージ図）

西
尾

西
尾

運用等

衛星の製造・打上げ

地上施設等の整備

Ｘバンド衛星通信の整備・運営事業
24年度政府案
１，２２４億円

防衛省作成資料
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○ 装備品等の高性能化・ハイテク化といった要因等により、整備維持経費が増

加するなか、装備品の維持整備を効率的かつ効果的に行うために、中期防衛力

整備計画（平成２３年度～平成２７年度）において、維持整備に係る成果の達成

に応じて対価を支払う新たな契約方式（Performance Based Logistics）の導入を

図ることが示されたところ。

○ 企業に維持・整備業務を包括的に委託した新たな契約方式（ＰＢＬ）を長期（５

年の国庫債務負担行為）にわたって結ぶことにより、企業が保有する過去の修

理実績などのノウハウをもとに故障個所の予測により効率化を図り、結果として

修理期間の短縮や部品保有総数が減少（８年間の試算で▲３．２億円のコスト

削減の見込み）。

【平成２４年度政府案：ＥＣ－２２５ＬＰの補給・整備（約２９億円）】

ＰＢＬパイロットモデルの実施

ＥＣ－２２５ＬＰ

◎主な期待成果
①構成品取得、修理の期間短縮により、部品待ちによる整備作業中断期間の短縮
②管理業務（所要量算定、在庫管理、整備管理等）の削減及び契約作業の削減

部隊整備
・部品保有
・在庫管理官

民

〈現状〉

部隊整備
・部品保有
・在庫管理官

民

〈ＰＢＬ導入後〉

包括契約

・部品保有
・在庫管理

新しい契約方式の概要（ＥＣ－２２５ＬＰ）

整備 整備部品補給 部品補給

技術支援等

民間委託整備

技術支援等

民間委託整備

整備項目ごと契約

防衛省作成資料

注：官の業務として「分析・評価」が追加。官
民の責任（業務）分担については、今後
の検討において 終的に決定。
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（参考）地位協定：「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第6条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定」　(昭和35年（1960年）～）
　　　 　特別協定：「日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第6条に基づく施設及び区域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定第24条についての新たな
   　                 　特別の措置に関する日本国とアメリカ合衆国との間の協定」
　　　　　　　　　　　※平成23年4月以降の特別協定については平成23年1月21日に署名。

13 2820

格差給等（国家公務員の給与条件に相当する部分を越える給与）

62

「 在 日 米 軍 駐 留 経 費 負 担 」

平元 18 23平3 8

特

別

協

定

地

位

協

定

昭53 54

億円

億円

4

249

平成23年度予算

計

1,384 億円

億円1,131

1,858 億円

268

206

億円

億円

1,139 億円

4 億円

249 億円

269 億円

206

計

億円

1,392 億円

在日米軍駐留経費負担の経緯

1,867 億円

福利費（社会保険料等）

提供施設整備(FIP)

平成24年度政府案

(2006)

注１： 格差給等については、平成20年４月の格差給等の廃止に伴う経過措置期間中（廃止から５年後に見直しを予定）である。

注２： 労務費及び光熱水料等の減額分については、提供施設整備（FIP）の増額分に充てることを日米間で合意（平成22年12月）。

訓練移転費

光熱水料等

基本給等

調整手当等

経過措置等(注１)

(注２)
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事 業 名 実施時期 備 考

①在沖米海兵隊のグアム移転経費
平成26年より後
のできる限り早
い時期

・102.7億ドルのうち日本の分担は60.9億ドル

（真水28.0億ドル、出資15.0億ドル、融資等17.9億ドル）

②普天間飛行場の移設
平成26年より後
のできる限り早
い時期

・代替の施設は、辺野古崎地区及びこれに隣接する水

域にＶ字型に設置

・環境影響評価手続き及び建設が著しく遅延がなく完

了できる限り、微修正を考慮し得る

③嘉手納飛行場以南の土地の返還
基本的に在沖米
海兵隊のグアム
移転完了以降

・ｷｬﾝﾌﾟ瑞慶覧は一部返還(日米間で返還面積を交渉中)

・ｷｬﾝﾌﾟ桑江・普天間飛行場・牧港補給地区・那覇港

湾施設・陸軍貯油施設第1桑江ﾀﾝｸ・ﾌｧｰﾑは全面返還

④キャンプ座間での在日米陸軍司令部の改編

及び陸自中央即応集団司令部の移転

平成24年度
まで

・相模総合補給廠訓練ｾﾝﾀｰ等の支援施設の整備は米軍

が負担

⑤キャンプ座間及び相模総合補給廠の

一部返還等

記述なし(在日米
陸軍司令部の改編
に関連し実施)

・座間：1.1haの返還（追加的返還として約4.3ha）

・相模：約17haの返還＋約35haの共同使用

⑥横田飛行場への空自航空総隊司令部等の移転 平成22年度
・空域返還（21年度に検討完了）

・軍民共用化の検討（検討開始後12月以内に終了）

⑦厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦載機の

移駐等
平成26年まで ・必要な施設整備等を行った後、平成26年までに実施

⑧恒常的な空母艦載機着陸訓練（ＦＣＬＰ）

施設の選定

平成21年７月又は
その後のできるだ
け早い時期に選定

・日米間で協議中（本年６月２１日の「２＋２」共同

発表文書で整備場所として馬毛島が検討対象となる

記述）

米軍再編関連措置の全体

- 21 -



２
３

年
度

予
算

２
４

年
度

政
府

案

米
軍

再
編

関
係

経
費

の
概

要

概
算

要
求

で
は

前
年

度
同

額
仮

置
き

と
さ

れ
て

い
る

経
費

概
算

要
求

で
は

既
存

の
防

衛
関

係
費

の
一

部
と

さ
れ

て
い

る
経

費

地
元

負
担

軽
減

分

５
９

９
億

円

地
元

負
担

軽
減

関
連

施
設

整
備

等
分

２
８

億
円

抑
止

力
の

維
持

等
分

７
９

億
円

地
元

負
担

軽
減

分

１
，

０
２

７
億

円

地
元

負
担

軽
減

関
連

施
設

整
備

等
分

1
,２

３
０

億
円

抑
止

力
の

維
持

等
分

６
８

億
円

１
３

５
億

円

７
０

７
億

円

- 22 -



米軍再編関係経費（地元負担軽減分）
（単位：億円）

区　　　分
平成23年度
予　算　額

平成24年度
政　府　案

対前年度
増▲減額

対前年度
伸　　率

備　　　考

524.6 81.0 ▲ 443.6 ▲ 84.6% 

148.8 6.7 ▲ 142.1 ▲ 95.5% 

369.8 67.1 ▲ 302.6 ▲ 81.8% 

< 66.0> < 86.1> <＋ 20.1> <＋ 30.5%>
18.7 37.5 ＋ 18.8  ＋100.4% 

< 63.1> < 83.5> <＋ 20.4> <＋ 32.3%>
15.8 37.5 ＋ 21.7  ＋137.3% 

< 2.8> < 2.6> <▲ 0.3> <▲ 9.4%>
2.9 0.0 ▲ 2.9 ▲ 99.7% 

< 67.2> < 94.2> <＋ 27.0> <＋ 40.1%>
89.8 22.3 ▲ 67.5 ▲ 75.2% 

< 698.9> < 377.4> <▲ 321.6> <▲ 46.0%>
280.4 304.7 ＋ 24.4  ＋ 8.7% 

10.0 40.5 ＋ 30.6  ＋307.3% 

103.1 113.2 ＋ 10.1  ＋ 9.8% 

97.9 93.4 ▲ 4.6 ▲ 4.7% 

5.1 19.8 ＋ 14.7  ＋286.0% 

< 1,469.8> < 792.3> <▲ 677.4> <▲ 46.1%>
1,026.5 599.3 ▲ 427.3 ▲ 41.6% 

（注）その他、インフラ事業の融資業務に関連したJBICに対する交付金等を含む。
※ 計数は歳出ベース（一般物件費＋歳出化経費）。一部の区分に併記した<　>内は契約ベース（一般物件費＋新規後年度負担額）。

合　　　　　計

沖縄における再編のための事業

（１）普天間飛行場の移設

（２）嘉手納以南の土地の返還

再編関連措置の円滑化を図るための事業

直接的な財政支援による司令部庁舎等
の施設整備

融資等による電力、上下水道などのイ
ンフラ事業等

厚木飛行場から岩国飛行場への空母艦
載機の移駐等に関する事業

相模総合補給廠の一部返還等に関する
事業

在沖米海兵隊のグアムへの移転事業（注）

（１)真水事業

（２)インフラ事業

米陸軍司令部の改編に関連した事業

空母艦載機の移駐等のための事業

（１）再編交付金

嘉手納飛行場等所在米軍機の日本国内
及びグアム等への訓練移転に関する事
業

（２）基地周辺対策等

訓練移転のための事業

普天間飛行場の移設に関する事業

嘉手納飛行場以南の地域の土地の返還
に関する事業
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米軍再編（在沖米海兵隊のグアム移転、普天間飛行場の移設）の２４年度政府案 

在沖縄米海兵隊のグアム移転 

・ 事業の進捗や日米の予算措置状況等にも留意し、地元負担軽減に資する措置として以下の経費を計上。 

 
23 年度 

予算額 

24 年度 

政府案 

対前年度

増▲減額
予算計上の考え方 

在沖米海兵隊のグ
アム移転（注３） 

５２５ ８１ ▲４４４ ○「真水事業」については、米側の状況を踏まえ、工事費の計上を見送るとともに、
今後状況が整った場合には速やかな事業着手が可能になるよう、設計費（７億円）
に限り計上。 

○ 他方、「インフラ事業」については、事業の本格的な実施のためにインフラ面
の整備が必要とされている中、２３年度（下水道・上水道、３７０億円）から大
幅に減額するものの、２４年度についても所要経費（上水道・電力、６７億円）
を計上。 

○ 計上した予算の執行（真水予算の米側への資金移転及びインフラ予算のＪＢＩ
Ｃへの出資）については、グアム移転事業に係る様々な状況を見極めつつ判断。 

(1)真水事業 
（注１）

１４９ 
※米側に 

未移転 

７ ▲１４２

(2)インフラ事業
（注２）

３７０ 
※未執行 

６７ ▲３０３

（注1） 真水事業とは、我が国の直接的な財政支援による司令部庁舎等の施設整備。 

（注2） インフラ事業とは、在沖米海兵隊のグアム移転に伴う所要のインフラ（下水道、上水道、電力）を整備するため国際協力銀行(JBIC)から米

側に対する融資の原資として JBIC に対する出資を行うもの。 

（注3） その他、インフラ事業の融資業務に関連した JBIC に対する交付金等を含む。 

普天間飛行場移設 

・ 以下の経費を計上。 

 
23 年度 

予算額 

24 年度 

政府案 

対前年度

増▲減額
予算計上の考え方 

普天間飛行場の移
設 

１６ ３８ ＋２２ ○ 代替施設本体に係る設計費・工事費については、現時点において計上せず。本
体工事が進められるような環境が整った場合には、速やかに必要な契約手続に入
るため、予備費及び非特定議決国庫債務負担行為の活用も視野に対応。 

○ 21 年度からキャンプ・シュワブ周辺で実施している環境現況調査や、19 年度か
ら実施しているキャンプ・シュワブ内の陸上工事（建物等の設計・工事）につい
ては、それぞれの進捗を踏まえ、代替施設建設とは直接関係なく必要となる経費
を計上。 

(1)環境現況調査
（継続）

９ 
１５

(うち歳出化分 15) 
＋６

(2)陸上工事 
（継続）

７ 
２２

(うち歳出化分 17)

＋１５

 

（単位：億円） 

（単位：億円） 

- 24 -



  

２
４
年
度
政
府
案
に
お
け
る
普
天
間
飛
行
場
移
設
関
連
経
費
 

 

 
 
普
天
間
飛
行
場
の
移
設
先
に
つ
い
て
は

、平
成
２
２
年
５
月
の
日
米
共
同
発

表
及
び
閣
議
決
定
に
お
い
て
、
代
替
の
施
設
を
キ
ャ
ン
プ
・
シ
ュ
ワ
ブ
辺
野
古

崎
地
区
及
び
こ
れ
に
隣
接
す
る
水
域
に
設
置
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り

、キ
ャ

ン
プ

・
シ

ュ
ワ

ブ
周

辺
で

実
施

し
て

き
て

い
る

環
境

現
況

調
査

や
、

キ
ャ

ン

プ
・
シ
ュ
ワ
ブ
内
の
陸
上
工
事
の
た
め
に
必
要
と
な
る
経
費
と
し
て
、
平
成
２

４
年
度
歳
出
予
算
に
約

３
８

億
円

を
計
上
。
（
２
３
年
度
：
約
１
６
億
円
）
 

  １
 
環

境
現

況
調

査
の

継
続

に
要

す
る

経
費

 
 

 
 

 
 
 
約

１
５

億
円
 

 
 

環
境

影
響

評
価

の
事

後
調

査
等

を
よ

り
効

果
的

・
効

率
的

に
行

う
た

め
に

継
続
し
て
実
施
す
る
も
の
。
 

（
参

考
）

サ
ン

ゴ
・

海
藻

草
類

調
査

、
海

域
生

物
(
ジ

ュ
ゴ

ン
、

ウ
ミ

ガ
メ

)
調

査
等

 

  

２
 
キ

ャ
ン

プ
・
シ
ュ

ワ
ブ

内
の

陸
上

工
事

に
要

す
る

経
費

 
約

２
２

億
円

 

 

既
に

建
設

中
の

建
物

の
付

帯
工

事
等

、
着

手
済

み
の

工
事

を
完

了
さ

せ
る

た
め

の
経

費
や

、
代

替
施

設
建

設
と

は
直

接
関

係
な

く
継

続
的

に
整

備
が

必

要
な
隊
舎
等
の
工
事
等
を
実
施
す
る
も
の
。
 

（
注

）
キ

ャ
ン

プ
・

シ
ュ

ワ
ブ

内
に

お
け

る
、

 

付
帯
工
事

：
車
両

整
備

工
場
、
立

体
駐
車

場
等

の
付
帯
工

事
等

 

継
続

的
に

整
備

が
必

要
な

工
事

等
：

沢
部

造
成

工
事

（
上

流
部

は
既

に
実

施
）

等
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２
４

年
度

政
府

案
に

お
け

る
グ

ア
ム

移
転

関
連

経
費

１
．

「
真

水
」
事

業
に

つ
い

て

２
０

０
６

年
５

月
の

米
軍

再
編

に
関

す
る

ロ
ー

ド
マ

ッ
プ

合
意

に
お

け
る

在
沖

米
海

兵
隊

の
グ

ア
ム

移
転

完
了

を
実

現
す

る
た

め
、

防
衛

省
は

、
在

沖
米

海
兵

隊
の

グ
ア

ム
関

連
経

費
と

し
て

、
平

成
２

４
年

度
歳

出
予

算
に

総
額

約
８

８
億

円
を

計
上

。

計
約

７
億

円

２
．

「
イ

ン
フ

ラ
」
事

業
に

つ
い

て

「
グ

ア
ム

移
転

事
業

室
等

経
費

」
と

し
て

、
約

７
億

円
を

計
上

※
防

衛
省

が
当

該
事

業
を

実
施

す
る

た
め

に
必

要
と

な
る

事
務

経
費

に
つ

い
て

計
上

。

（
注

）
「
真

水
」
事

業
と

は
、

我
が

国
の

直
接

的
な

財
政

支
援

に
よ

る
司

令
部

庁
舎

等
の

施
設

整
備

を
い

う
。

国
際

協
力

銀
行

（
Ｊ
Ｂ

ＩＣ
）
へ

の
交

付
金

と
し

て
、

約
６

億
円

を
計

上

※
国

際
協

力
銀

行
（Ｊ

Ｂ
ＩＣ

）が
実

施
す

る
業

務
に

必
要

と
な

る
経

費
に

つ
い

て
計

上
。

計
約

６
７

億
円

３
．

そ
の

他
経

費
に

つ
い

て

下
記

事
業

に
か

か
る

国
際

協
力

銀
行

（
Ｊ

Ｂ
ＩＣ

）
へ

の
出

資
金

を
計

上

下
士

官
用

隊
舎

実
施

設
計

（
フ

ィ
ネ

ガ
ヤ

ン
地

区
）

約
７

億
円

上
水

道
整

備
（
貯

水
槽

）

電
力

整
備

（
北

部
及

び
南

部
地

域
１

１
５

ｋ
Ｖ

新
設

等
）

＜
設

計
費

＞

＜
工

事
費

＞

約
１

５
億

円

約
５

３
億

円

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

経
費

と
し

て
、

約
１

億
円

を
計

上

※
米

国
政

府
が

実
施

す
る

建
設

工
事

の
適

正
な

執
行

を
確

認
す

る
た

め
の

業
務

を
委

託
す

る
た

め
に

必
要

と
な

る
経

費
に

つ
い

て
計

上
。

（
注

）
「
イ

ン
フ

ラ
」
事

業
と

は
、

在
沖

米
海

兵
隊

の
グ

ア
ム

移
転

に
伴

う
所

要
の

イ
ン

フ
ラ

（
下

水
道

、
上

水
道

、
電

力
）
を

整
備

す
る

た
め

国
際

協
力

銀
行

（
JB

IC
）
か

ら
米

側
に

対
す

る
融

資
の

原
資

と
し

て
JB

IC
に

対
す

る
出

資
を

行
う

も
の

。
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１０２．７億ドル総 額

４１．８億ドル計

１０．０億ドル
融資

又は真水
道路（高規格道路）

３１．８億ドル
財政支出
（真水）

ヘリ発着場
通信施設
訓練支援施設
整備補給施設
燃料・弾薬保管施設
などの基地施設

米国側の分担

６０．９億ドル計

７．４億ドル
（上限）

融資等
インフラ
（電力、上下水道、廃棄物処理）

４．２億ドル効率化

６．３億ドル融資等 ２５．５億ドル

１５．０億ドル出資家族住宅

２８．０億ドル
（上限）

財政支出
（真水）

司令部庁舎
教場
隊舎
学校等生活関連施設

日本側の分担

金額財源事業内容

※１ 事業内容については計画段階における見積もりに基づくものであり、金額やスキームについては、今後変更があり得る。
※２ 日本側の金額は総額に占める割合でコミットしたのではなく、施設やインフラの所要に基づき経費を分担するもの。

経費については、今後、さらに事務的に精査される。日本側の財政支出（真水）は、協定上、「合衆国の２００８会計年度ドル」（当該年度におけるドル・ベースでの購買力を基準に換算した実質価格）で２８億
ドルを上限。インフラは、環境影響評価決定書において、「合衆国の２００８会計年度ドル」で７．４億ドルを上限と明記。

※３ 家族住宅は、「効率化」の４．２億ドルにより、実質的には２５．５億ドルから２１．３億ドルに減額。
※４ 出資や融資等は、米国が支払う家賃や使用料により将来回収される。
※５ 沖縄からグアムへの海兵隊移動経費やグアムにおける海兵隊の活動経費は、総額１０２．７億ドルに含まれない。
※６ 日米双方の財政支出（真水）は、基盤整備事業を含む。

グアム移転に伴う施設・インフラ整備にかかる経費の内訳
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（
単

位
：

百
万

円
、

％
）

平
成

2
3
年

度
平

成
2
4
年

度
対

前
年

度
予

　
算

　
額

政
　

府
　

案
増

▲
減

額

１
5
2
,
4
6
0
 

8
,
0
9
7
 

▲
 

4
4
,
3
6
3
 

▲
8
4
.
6

<
 

6
,
5
9
7
>

<
 

8
,
6
0
7
>

<
 

2
,
0
1
0
>
<

3
0
.
5
 
>

２
1
,
8
7
3
 

3
,
7
5
3
 

1
,
8
8
0
 

1
0
0
.
4

<
 

6
,
3
1
3
>

<
 

8
,
3
5
0
>

<
 

2
,
0
3
7
>
<

3
2
.
3
 
>

（
１
）
普

天
間

飛
行

場
の
移

設
1
,
5
8
1
 

3
,
7
5
2
 

2
,
1
7
1
 

1
3
7
.
3

<
 

2
8
3
>

<
 

2
5
7
>

<
▲

 
2
7
>
<
▲

9
.
4
 
>

（
２
）
嘉

手
納

以
南

の
土

地
の
返

還
2
9
2
 

1
 

▲
 

2
9
1
 

▲
9
9
.
7

<
 

6
,
7
2
5
>

<
 

9
,
4
2
1
>

<
 

2
,
6
9
7
>
<

4
0
.
1
 
>

３
8
,
9
8
2
 

2
,
2
2
9
 

▲
 

6
,
7
5
2
 

▲
7
5
.
2

<
 

6
9
,
8
9
3
>

<
 

3
7
,
7
3
6
>

<
▲

 
3
2
,
1
5
8
>
<
▲

4
6
.
0
 
>

４
2
8
,
0
3
6
 

3
0
,
4
7
3
 

2
,
4
3
7
 

8
.
7

５
訓

練
移

転
の
た
め
の
事

業
9
9
5
 

4
,
0
5
2
 

3
,
0
5
7
 

3
0
7
.
3

６
1
0
,
3
0
6
 

1
1
,
3
2
1
 

1
,
0
1
5
 

9
.
8

（
１
）
再

編
交

付
金

9
,
7
9
2
 

9
,
3
3
6
 

▲
 

4
5
6
 

▲
4
.
7

（
２
）
基

地
周

辺
対

策
等

5
1
4
 

1
,
9
8
5
 

1
,
4
7
1
 

2
8
6
.
0

<
 

1
4
6
,
9
7
5
>

<
 

7
9
,
2
3
4
>

<
▲

 
6
7
,
7
4
1
>
<
▲

4
6
.
1
 
>

1
0
2
,
6
5
1
 

5
9
,
9
2
5
 

▲
 

4
2
,
7
2
6
 

▲
4
1
.
6

注
：

 
１

　
上

段
<
　

　
>
内

は
、
契

約
ベ

ー
ス

で
あ

る
。

　
　

 
２

　
計

数
は

、
四

捨
五
入

に
よ

っ
て

い
る

の
で

符
合

し
な

い
こ

と
が

あ
る

。
　

　
 
３

 
 
米

軍
再

編
関

係
経

費
は

、
7
0
,
6
7
3
百

万
円

＜
8
4
,
3
4
0
百

万
円

＞
で

あ
り

、
そ

の
内

訳
は

以
下

の
と

お
り

で
あ

る
。

　
　

　
　

　
　

 
①

地
元

負
担

軽
減

分
　

　
　

　
　

　
　

　
：

 
5
9
,
9
2
5
百

万
円

＜
 
7
9
,
2
3
4
百

万
円

＞

　
　

　
　

　
　

 
②

地
元

負
担

軽
減

関
連

施
設

整
備

等
 
 
 
 
：

 
 
2
,
8
0
4
百

万
円

＜
 
 
1
,
3
1
3
百

万
円

＞

　
　

　
　

　
　

　
　

 
・

グ
ア
ム

移
転

事
業

室
等

経
費

 
　

 
　

　
 
 
7
0
3
百

万
円

＜
　

 
 
7
0
3
百

万
円

＞

　
　

 
　

　
　

　
　

　
・

岩
国

飛
行

場
　

　
　

　
　

　
　

　
 
 
 
 
2
,
1
0
1
百

万
円

＜
 
 
　

6
1
0
百

万
円

＞

　
　

　
　

　
　

 
③

抑
止

力
の

維
持

等
に

資
す

る
措

置
　

　
：

　
7
,
9
4
4
百

万
円

＜
　

3
,
7
9
3
百

万
円

＞

合
　

　
　

　
　

　
計

再
編

関
連

措
置

の
円

滑
化

を
図

る
た
め
の
事

業

米
 
軍
 
再
 
編
 
関
 
係
 
経
 
費
 
の
 
う
 
ち
 
地
 
元
 
負
 
担
 
軽
 
減
 
分

相
模

総
合

補
給

廠
の

一
部

返
還

等
に

関
す

る
事

業

厚
木

飛
行

場
か

ら
岩

国
飛

行
場

へ
の

空
母

艦
載

機
の

移
駐

等
に

関
す

る
事

業

嘉
手

納
飛

行
場

以
南

の
地

域
の

土
地

の
返

還
に

関
す

る
事

業

備
　

　
　

　
　

考

普
天

間
飛

行
場

の
移

設
に

関
す

る
事

業

「
在

日
米

軍
の

兵
力

構
成

見
直

し
等

に
関

す
る

政
府

の
取

組
に

つ
い

て
」

（
平

成
１

８
年

５
月

３
０

日
閣

議
決

定
）

及
び

「
平

成
２

２
年

５
月

２
８

日
に

日
米

安
全

保
障

協
議

委
員

会
に

お
い

て
承

認
さ

れ
た

事
項

に
関

す
る

当
面

の
政

府
の

取
組

に
つ

い
て

」
（

平
成

２
２

年
５

月
２

８
日

閣
議

決
定

）
を

踏
ま

え
、

再
編

関
連

措
置

を
的

確
か

つ
迅

速
に

実
施

す
る

た
め

の
施

策
を

推
進

「
真

水
」

事
業

及
び

イ
ン

フ
ラ

整
備
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